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株主の皆様へ

　株主の皆様には、ますますご清栄のこととお喜び申しあげます。

　平素は格別なるご愛顧、ご高配にあずかり厚くお礼申しあげます。

　ここに第57期の年次報告書をお届けいたしまして、当事業年度における経営の

概要をご報告申しあげますとともに、皆々様の相変わりませぬご支援とご厚情を

お願い申しあげる次第でございます。

平成20年４月

代表取締役社長　神　谷　哲　郎

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過および成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、輸出の増加や堅調な設備投資に

支えられ、景気は緩やかな回復基調で推移しましたが、米国のサブプライ

ムローン問題に端を発した株価の大幅な下落、原油価格に代表される原材

料価格の高止まりなど、景気の先行きに警戒感も強まりました。

　世界経済においては中国を中心としたアジア経済は高い成長率を続けた

ものの、米国経済の減速など先行き不透明な状況となりました。

　この間にあって当電子部品業界におきましては、日本では改正建築基準

法の施行に伴い住宅投資が減少したことや、企業間競争の激化により世界

的にデジタル関連機器の価格下落に歯止めがかからず非常に厳しい経営環

境が続きました。

　このような事業環境の中で、当社グループはＩＴ・デジタル機器向けの

小型フェライトコアならびにコイル・トランス製品を中心とした拡販活動

を国内外市場で積極的に展開するとともに、原材料価格の高騰を吸収すべ

く徹底したコスト削減に努めました。日本国内販売は横ばいでしたが、海

外販売におきましては、フェライトコアは輸出が減少したものの、中国国

内販売の増進によりほぼ昨年並みとなる一方、東南アジア向けのコイル・

トランスの需要が拡大し全体として売上は若干増加いたしました。
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　その結果、当連結会計年度の売上高は２２億１千７百万円（前連結会計

年度比１．５％増）となりました。損益面につきましては、製造コストの

削減に努めましたが原材料価格の高騰や中国における人民元切り上げなら

びに人件費上昇の影響を受け、さらに年度後半には大幅な円高に伴う１億

７千万円の為替差損が生じ、経常損益は６億４千５百万円の損失（前連結

会計年度は３億３百万円の損失）となりました。

　当期純損益は、投資有価証券売却益があったものの大幅な株価下落によ

る５億５千３百万円の投資有価証券評価損の計上により、１０億９千５百

万円の損失（前連結会計年度は１０億１百万円の損失）のやむなきにいた

りました。

　なお、部門別の販売状況は、次のとおりであります。

企業集団の部門別販売状況　　　　　　　　 　　　　　　　（単位：千円）

区 分
第55期

　(平成18年１月期)
第56期

　(平成19年１月期)

第57期
（当連結会計年度）
(平成20年１月期)

電 子 材 料 1,385,442 1,759,693 1,736,528

電 子 部 品 278,605 295,662 374,998

そ の 他 96,502 129,375 105,775

合 計 1,760,551 2,184,731 2,217,302

②　設備投資の状況

　当連結会計年度中において実施いたしました企業集団の設備投資の総額

は１億２千９百万円で、その主なものは当社グループのフェライトコア設

備増強によるものであります。

　なお、当連結会計年度の設備投資は全額自己資金によってまかなってお

ります。

③　資金調達の状況

　該当事項はありません。

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承

継の状況

　該当事項はありません。
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⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状

況

　該当事項はありません。

(2) 直前３事業年度の財産および損益の状況

区 分
第 54 期

(平成17年１月期)
第 55 期

(平成18年１月期)
第 56 期

(平成19年１月期)

第 57 期
(当連結会計年度)
(平成20年１月期)

売 上 高(千円) 1,907,786 1,760,551 2,184,731 2,217,302

当 期 純 損 失(千円) 353,102 298,459 1,001,620 1,095,472

１株当たり当期純損失 53円32銭 45円12銭 151円50銭 165円75銭

総 資 産(千円) 11,156,774 11,567,488 9,797,680 8,203,232

純 資 産(千円) 9,852,306 9,594,268 8,271,186 6,830,588

１ 株 当 た り 純 資 産 額 1,488円70銭 1,450円87銭 1,230円12銭 1,013円07銭

（注）第56期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号　平成17年12月９日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17年12月９日）を適用し

ております。

 

(3) 重要な親会社および子会社の状況

①　親会社との関係

該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の
議決権比率

主 要 な 事 業 内 容

ＴＯＭＩＴＡ ＦＥＲＲＩＴＥ ＬＴＤ. ２百万香港ドル 60.00％ 電子材料の輸出入販売

ＴＯＭＩＴＡ ＥＬＥＣＴＲＯＮＩＣＳ
(ＺＨＵＨＡＩ)ＬＴＤ.

88百96万香港ドル 99.99％ 電子材料の輸出入販売

珠 海 富 田 電 子 有 限 公 司 ５百20万米ドル 90.39％
電 子 材 料 の 製 造
お よ び 輸 出 入 販 売

（注）珠海富田電子有限公司に対する当社の議決権比率は、間接所有によるものであり、

TOMITA ELECTRONICS(ZHUHAI)LTD.が90.39％を所有しております。

③　企業結合の経過

　TOMITA ELECTRONICS(ZHUHAI)LTD.は、平成19年５月に19百11万香港ドル

の増資を行い、資本金が69百85万香港ドルから88百96万香港ドルになりま

した。
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(4) 対処すべき課題

　今後の見通しといたしましては、原油価格の高騰や非鉄金属相場の高止ま

りならびに米国経済の減速など、景気に対する先行きは非常に不透明な状況

ですが、中国を中心としたアジア経済は比較的堅調に推移することが予想さ

れます。一方、国内経済は北京五輪開催によるデジタル家電需要の増加、改

正建築基準法の影響一巡で住宅投資の回復等が期待されるものの、急激な円

高や景気の先行き不安による個人消費の停滞懸念など経営環境は引き続き厳

しい状況が続くと思われます。

　このような状況のもとで、当社グループは「 品質・技術　立社 」の実現

に向けて、電子部品の小型・省エネ化を目的とした高性能・高品質フェライ

ト新材質ならびに省レアメタル・フェライト材質開発およびＳＭＤタイプ・

トランスの設計開発を強化推進してまいります。

　また、国内市場においては海外産品のアウト・イン、海外においては中国

国内市場への販売拡大を進めると同時に、内外の工場のコストダウンを強力

に推進し、収益体制を改善していく所存であります。

　株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご支援とご鞭撻を賜り

ますようお願い申しあげます。

(5) 主要な事業内容（平成20年１月31日現在）

　当社グループは、磁性材料を主体とした電子材料および電子部品の製造販

売を主な事業としており、ほかに圧電素子の製造販売をしております。

(6) 主要な営業所および工場（平成20年１月31日現在）

区 分 所　在　地

本 社 工 場 鳥取県鳥取市

営 業 所 東京（東京都大田区）・大阪（大阪府大阪市）

T O M I T A 　F E R R I T E 　L T D. 香港

TOMITA ELECTRONICS(ZHUHAI)LTD. 香港

珠 海 富 田 電 子 有 限 公 司 中国広東省
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(7) 使用人の状況（平成20年１月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

877名 △173名

（注)１．使用人数は就業人員であります。

     ２．使用人数が前連結会計年度末に比して173名減少しましたのは、主として連結子

会社珠海富田電子有限公司の人員減少によるものであります。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

144名 △5名 44.4歳 20.3年

（注)１．社外への出向者２名を含めておりません。

     ２．使用人数は就業人員であります。

(8) 主要な借入先の状況（平成20年１月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 42百万円

（注）上記借入金は連結子会社（珠海富田電子有限公司）に係るものであります。

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成20年１月31日現在）

①　発行可能株式総数　　　　　  16,000,000株

②　発行済株式の総数　　　　　　 8,169,793株

③　株主数　　　　　　　　　　　　　   445名

④　発行済株式の総数の10分の１以上の数の株式を保有する株主

株 主 名
当社への出資状況

持 株 数 出 資 比 率

プ ラ ニ ン グ カ ミ ヤ 株 式 会 社 1,294千株 19.58％

神 谷 哲 郎 748千株 11.33％

（注）出資比率は自己株式（1,561,993株）を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況

①　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の

状況（平成20年１月31日現在）

該当事項はありません。

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約

権の状況

該当事項はありません。

③　その他新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。
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(3) 会社役員の状況

①　取締役および監査役の状況（平成20年１月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 お よ び 他 の 法 人 等 の 代 表 状 況 等

代表取締役社長 神 谷 哲 郎

TOMITA FERRITE LTD.取締役
TOMITA ELECTRONICS(ZHUHAI)LTD.取締役
珠海富田電子有限公司董事長
プラニングカミヤ株式会社代表取締役

取 締 役 澤 田 寛 二 総務部長

取 締 役 太 田 　 寛 経理部長

常 勤 監 査 役 松 本 栄 一

監 査 役 大 村 善 彦 大村塗料株式会社代表取締役

監 査 役 垣 田 凱 臣

（注）監査役大村善彦氏および垣田凱臣氏は、社外監査役であります。

②　事業年度中に退任した取締役および監査役

 　 該当事項はありません。

③　取締役および監査役の報酬等の額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 3名 36百万円

監 査 役 3名 10百万円

合 計 6名 47百万円

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、平成８年４月25日開催の第45期定時株主総会において

年額110百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいて

おります。

３．監査役の報酬限度額は、平成６年４月28日開催の第43期定時株主総会において

年額20百万円以内と決議いただいております。
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④　社外役員に関する事項

イ．他の会社との兼任状況（他の会社の業務執行者である場合）および当

社と当該他の会社との関係

  ・監査役大村善彦氏は、大村塗料株式会社の代表取締役を兼務してお

ります。なお、当社は大村塗料株式会社との間に塗料の購入等の取

引関係があります。

ロ．他の会社の社外役員の兼任状況

  該当事項はありません。

ハ．当事業年度における主な活動状況

活 動 状 況

監査役 大 村 善 彦

当事業年度に開催された取締役会14回のうち13回に出席

し、監査役会８回全てに出席いたしました。経営者とし

ての豊富な経験、知見から取締役会ならびに監査役会で

適宜質問し、必要な発言を行っております。

監査役 垣 田 凱 臣

平成19年４月26日就任後開催された取締役会10回全てに

出席し、監査役会６回全てに出席いたしました。金融業

務を通じて得た豊富な経験、知見から取締役会ならびに

監査役会で適宜質問し、必要な発言を行っております。

ニ．責任限定契約の内容の概要

　当社は、平成19年４月26日開催の第56期定時株主総会で定款を変更し、

社外取締役および社外監査役との間で責任限定契約を締結できる旨の規

定を設けておりますが、当社と社外監査役は、責任限定契約を締結して

おりません。

ホ．報酬等の額

　社外監査役　２名　２百万円

－ 8 －
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(4) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　　　新日本監査法人

②　報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 10百万円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その
他の財産上の利益の合計額

13百万円

（注)１．当社海外子会社３社の会計監査人は、C K YAU & COMPANYであります。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引

法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分でき

ないため、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

③　非監査業務の内容

　該当事項はありません。

④　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、または、監査役会

の請求に基づいて、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目

的とすることといたします。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監

査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後

最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任

の理由を報告いたします。
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(5) 業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体
制その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
は以下のとおりであります。
①　取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確

保するための体制
  取締役においては、取締役会規程の付議基準を整備し、会社の業務執行
についての重要事項を取締役会において決定する。また、取締役は、職務
の執行状況を取締役会に報告するとともに、他の取締役の職務執行を相互
に監視・監督する。
　使用人については、社内規程に基づく職務権限および意思決定のルール
に従い、適正に職務の執行が行われる体制をとる。
　コンプライアンス体制の強化をはかるため、内部通報受入窓口を設け、
法令、定款および社内規程に関する通報および相談への対応を行う。
  内部監査部門は、内部監査規程に基づき各部門の職務執行状況を把握し、
法令、定款および社内規程に準拠して適正に行われているかを監査し、代
表取締役に報告する。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　取締役の職務の執行に係る情報（電磁的記録も含む）については、法令
および文書取扱規程に従い保存・管理する。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　業務の執行に係るリスクについては、リスク管理規程に従い、管理を行
う。
  リスクの管理方法等については、適宜見直しを行うこととする。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役会は、毎月定期的にまたは必要に応じて臨時に開催し、重要事項
の決定ならびに取締役の業務執行状況の監督等を行う。また、開催にあたっ
ては事前に議題に関する充分な資料を可能な限り、全員に配付される体制
をとる。
  取締役の機能を強化し経営の効率を向上させるため、部門責任者以上に
よる生産・販売会議を隔月に開催し、業務執行に関する基本的事項および
重要事項に係る問題解決と意思決定を確実なものとする。
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⑤　会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため
の体制

　当社は、関係会社管理規程に基づき、当社を中心とした企業集団全体の
業務執行に関する報告、決裁の体制を明確にする。
　子会社および関連会社の経営については、その自主性を尊重しつつも、
事業内容の定期的な報告を受けるとともに、重要案件についての事前協議
と適正な助言を行う。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における
当該使用人に関する事項

　監査役会が監査役の職務を補助すべき使用人を置くことを求めたときは、
これを置くものとし、その人事等については、取締役会と監査役会が協議
のうえ決定する。

⑦　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査役の補助使用人が監査役補助職務を遂行する場合は、取締役の指揮
命令に服さないものとし、その職務遂行に対する人事考課については監査
役会が行う。また、これらの使用人の人事異動、懲戒処分については監査
役会と協議のうえで取締役会が決定する。

⑧　取締役および使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役へ
の報告に関する体制

　取締役および使用人は、当社グループに著しい損害をおよぼす事実や違
法・不正行為を発見したとき、またはそれらが発生するおそれがあるとき、
監査役に対して、当該事項に関する内容を速やかに報告しなければならな
い。
  監査役は、取締役会その他重要な会議へ出席するとともに、会社の重要
情報を閲覧し、必要に応じて取締役または使用人に対しその説明を求める
ことができる。

⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役は、定期的に会計監査人および内部監査部門と協議または意見交
換を行うとともに、必要に応じて報告を求めることにより、監査の実効性
を確保する。
　代表取締役との定期的な意見交換の場を設け、監査上の重要課題等につ
いて意見交換を行う。

(6) 会社の支配に関する基本方針

　該当事項はありません。

 


　本事業報告中の記載金額および株式数は、表示単位未満の端数を切り捨て

により表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成20年１月31日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

2,438,373

698,532

583,034

121,491

832,062

205,106

△1,854

5,764,859

2,694,814

498,269

366,329

1,771,077

59,137

50,644

3,019,400

3,009,330

9,956

784

△672

流 動 負 債 514,027

支払手形及び買掛金 229,352

短 期 借 入 金 46,090

未 払 法 人 税 等 9,808

未 払 費 用 93,539

賞 与 引 当 金 31,621

環 境 整 備 費 用 引 当 金 68,964

そ の 他 34,651

固 定 負 債 858,616

リース資産減損勘定 11,248

繰 延 税 金 負 債 113,950

再評価に係る繰延税金負債 271,652

退 職 給 付 引 当 金 452,115

そ の 他 9,648

負 債 合 計 1,372,644

純 資 産 の 部

株 主 資 本 6,719,622

資 本 金 1,966,818

資 本 剰 余 金 2,066,026

利 益 剰 余 金 2,912,481

自 己 株 式 △225,705

評価・換算差額等 △25,454

その他有価証券
評 価 差 額 金

△57,315

土地再評価差額金 △3,574

為替換算調整勘定 35,435

少 数 株 主 持 分 136,420

純 資 産 合 計 6,830,588

資 産 合 計 8,203,232 負債及び純資産合計 8,203,232

（注）　千円未満は切り捨てにより表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(平成19年２月１日から
平成20年１月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高  2,217,302

売 上 原 価  2,249,481

売 上 総 損 失  32,178

販売費及び一般管理費  629,554

営 業 損 失  661,732

営 業 外 収 益

受 取 利 息 90,837  

受 取 配 当 金 41,278  

そ の 他 64,515 196,631

営 業 外 費 用

支 払 利 息 2,603  

為 替 差 損 170,255  

そ の 他 7,996 180,854

経 常 損 失  645,956

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 198,401  

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 801 199,202

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 2,099  

投 資 有 価 証 券 売 却 損 5,474  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 553,500  

環 境 整 備 費 用 引 当 金 繰 入 額 68,964  

役 員 退 職 慰 労 金 4,290 634,328

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失  1,081,082

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  8,767

少 数 株 主 利 益  5,622

当 期 純 損 失  1,095,472

（注）　千円未満は切り捨てにより表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成19年２月１日から
平成20年１月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平 成 19 年 １ 月 31 日 残 高 1,966,818 2,066,026 4,007,953 △224,541 7,816,257

連結会計年度中の変動額

当 期 純 損 失 （ △ ） － － △1,095,472 － △1,095,472

自 己 株 式 の 取 得 － － － △1,163 △1,163

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額 )

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計 － － △1,095,472 △1,163 △1,096,635

平 成 20 年 １ 月 31 日 残 高 1,966,818 2,066,026 2,912,481 △225,705 6,719,622

評 価 ・ 換 算 差 額 等
少数株主
持　　分

純資産合計その他有価証
券評価差額金

土地再評価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

評価・換算
差額等合計

平 成 19 年 １ 月 31 日 残 高 274,512 △3,574 45,039 315,977 138,950 8,271,186

連結会計年度中の変動額

当 期 純 損 失 （ △ ） － － － － － △1,095,472

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － △1,163

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額 )

△331,828 － △9,604 △341,432 △2,529 △343,962

連結会計年度中の変動額合計 △331,828 － △9,604 △341,432 △2,529 △1,440,597

平 成 20 年 １ 月 31 日 残 高 △57,315 △3,574 35,435 △25,454 136,420 6,830,588

（注）　千円未満は切り捨てにより表示しております。

－ 14 －



2008/04/11 14:12:13 ／ 08446700_トミタ電機株式会社_事報

連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　３社 TOMITA FERRITE LTD.

TOMITA ELECTRONICS(ZHUHAI)LTD.

珠海富田電子有限公司

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社３社の事業年度末日は、平成19年12月31日であります。連結子会社３社

は、平成19年12月期の決算数値を用いております。

　ただし、平成20年１月１日から連結会計年度末日平成20年１月31日までの期間に発

生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

(3) 会計処理基準に関する事項

①  重要な資産の評価基準および評価方法

ⅰ 有価証券

　その他有価証券で時価のあるものは、連結会計年度末日の市場価格等に基づく

時価法によっております。（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

　時価のないものは、移動平均法による原価法によっております。

ⅱ たな卸資産は、主として先入先出法による原価法によっております。

②  重要な減価償却資産の減価償却の方法

ⅰ 有形固定資産

　当社は定率法、ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備

を除く）については定額法を採用しております。

　在外連結子会社は主として所在地国の会計基準の規定に基づく定額法、ただし、

一部定率法によっております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ７年～40年

機械装置及び運搬具 ２年～19年

その他

 (会計処理の変更)

２年～15年

　当社は法人税法の改正((所得税法等の一部を改正する法律　平成19年３月30日

法律第６号)および(法人税法施行令の一部を改正する政令　平成19年３月30日政

令第83号))に伴い、当連結会計年度より、平成19年４月１日以降に取得した有形

固定資産について、改正後の法人税法と同一の減価償却の方法に変更しておりま

す。

　この変更による営業損失、経常損失および税金等調整前当期純損失に与える影

響は軽微であります。　

－ 15 －



2008/04/11 14:12:13 ／ 08446700_トミタ電機株式会社_事報

ⅱ 無形固定資産

　当社は自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。

　在外連結子会社は所在地国の会計基準の規定に基づく定額法によっております。

③  重要な引当金の計上基準

ⅰ 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

ⅱ 賞与引当金

　従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

ⅲ 環境整備費用引当金

　当社所有地における産廃除去処理につき、今後発生が見込まれる原状回復に係

る費用に備えるため、支払見込額を計上しております。

ⅳ 退職給付引当金

　従業員に対する退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債

務（期末自己都合退職金要支給額）および年金資産に基づき、当連結会計年度末

において発生していると認められる額を計上しております。

④  リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

⑤  その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

⑥  連結子会社の資産および負債の評価に関する事項

　連結子会社の資産および負債の評価については、全面時価評価法を採用しており

ます。

⑦  のれんの償却に関する事項

　のれんの償却については、発生年度の損益としております。
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２．連結貸借対照表に関する注記

　(1) 担保資産

担保に供している資産

　現金及び預金 42,560千円

上記に対応する債務

　短期借入金 46,090千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 5,005,540千円

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 前連結会計年度末の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 8,169千株 －千株 －千株 8,169千株

(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 前連結会計年度末の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 1,558千株 3千株 －千株 1,561千株

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

該当事項はありません。

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの

該当事項はありません。

(4) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

４．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,013円07銭

(2) １株当たり当期純損失 165円75銭

５．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

６．その他の注記

　該当事項はありません。
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貸　借　対　照　表

（平成20年１月31日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

製 品

原 材 料

仕 掛 品

貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 輌 運 搬 具

工具器具及び備品

土 地

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関係会社長期貸付金

長 期 前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

 

1,729,854

539,322

90,799

420,182

121,491

3,709

53,809

291,107

54,850

157,645

△3,063

6,100,232

2,157,717

224,957

3,817

144,876

2,285

10,703

1,771,077

615

458

156

3,941,898

3,009,330

213,270

709,421

9,956

4,227

△4,307

負 債 の 部

流 動 負 債 391,663

支 払 手 形 17,703

買 掛 金 175,972

未 払 金 26,225

未 払 費 用 54,146

未 払 法 人 税 等 9,808

賞 与 引 当 金 31,621

環 境 整 備 費 用 引 当 金 68,964

そ の 他 7,221

固 定 負 債 858,616

リース資産減損勘定 11,248

繰 延 税 金 負 債 113,950

再評価に係る繰延税金負債 271,652

退 職 給 付 引 当 金 452,115

そ の 他 9,648

負 債 合 計 1,250,280

純 資 産 の 部

株 主 資 本 6,640,696

資 本 金 1,966,818

資 本 剰 余 金 2,066,026

資 本 準 備 金 2,066,026

利 益 剰 余 金 2,833,555

利 益 準 備 金 91,000

その他利益剰余金 2,742,555

別 途 積 立 金 3,962,500

繰越利益剰余金 △1,219,944

自 己 株 式 △225,705

評価・換算差額等 △60,890

その他有価証券評価差額金 △57,315

土地再評価差額金 △3,574

純 資 産 合 計 6,579,806

資 産 合 計 7,830,086 負債及び純資産合計 7,830,086

（注）　千円未満は切り捨てにより表示しております。

－ 18 －



2008/04/11 14:12:13 ／ 08446700_トミタ電機株式会社_事報

損　益　計　算　書

(平成19年２月１日から
平成20年１月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高  2,008,054

売 上 原 価  2,194,321

売 上 総 損 失  186,267

販売費及び一般管理費  382,444

営 業 損 失  568,711

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 28,233  

有 価 証 券 利 息 83,273  

受 取 配 当 金 46,533  

受 取 リ ー ス 料 83,073  

そ の 他 62,168 303,281

営 業 外 費 用   

リ ー ス 原 価 25,987  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 553  

為 替 差 損 167,078  

そ の 他 7,996 201,615

経 常 損 失  467,045

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 198,401 198,401

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 2,099  

投 資 有 価 証 券 売 却 損 5,474  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 553,500  

関 係 会 社 株 式 評 価 損 312,072  

環 境 整 備 費 用 引 当 金 繰 入 額 68,964  

役 員 退 職 慰 労 金 4,290 946,401

税 引 前 当 期 純 損 失  1,215,046

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  5,096

当 期 純 損 失  1,220,142

（注）　千円未満は切り捨てにより表示しております。
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株主資本等変動計算書

(平成19年２月１日から
平成20年１月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

平成19年１月
31 日 残 高

1,966,818 2,066,026 2,066,026 91,000 5,285,500 △1,322,801 4,053,698 △224,541 7,862,002

事業年度中の
変 動 額

別途積立金
の 取 崩 し

－ － － － △1,323,000 1,323,000 － － －

当期純損失
（ △ ）

－ － － － － △1,220,142 △1,220,142 － △1,220,142

自 己 株 式
の 取 得

－ － － － － － － △1,163 △1,163

株主資本以外の
項目の事業年度
中 の 変 動 額
( 純 額 )

－ － － － － － － － －

事業年度中の
変 動 額 合 計

－ － － － △1,323,000 102,857 △1,220,142 △1,163 △1,221,305

平成20年１月
31 日 残 高

1,966,818 2,066,026 2,066,026 91,000 3,962,500 △1,219,944 2,833,555 △225,705 6,640,696

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
その他有価証券評価差額金 土 地 再 評 価 差 額 金 評価・換算差額等合計

平成19年１月
31 日 残 高

274,512 △3,574 270,938 8,132,940

事業年度中の
変 動 額

別途積立金
の 取 崩 し

－ － － －

当期純損失
（ △ ）

－ － － △1,220,142

自 己 株 式
の 取 得

－ － － △1,163

株主資本以外の
項目の事業年度
中 の 変 動 額
( 純 額 )

△331,828 － △331,828 △331,828

事業年度中の
変 動 額 合 計

△331,828 － △331,828 △1,553,134

平成20年１月
31 日 残 高

△57,315 △3,574 △60,890 6,579,806

（注）　千円未満は切り捨てにより表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準および評価方法

①　有価証券

　関係会社株式は、移動平均法による原価法によっております。

　その他有価証券で時価のあるものは、事業年度末日の市場価格等に基づく時価法

によっております。（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

　時価のないものは、移動平均法による原価法によっております。

②　たな卸資産は、先入先出法による原価法によっております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産は、定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）について

は定額法、国外リース資産については、リース期間定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建　物 ７年～38年

構築物 ７年～30年

機械及び装置 ９年～19年

車輌運搬具 ２年～６年

工具器具及び備品 ２年～８年

　なお、取得価額が100千円以上200千円未満の資産については、３年間で均等償却

する方法を採用しております。

 (会計処理の変更)

　当社は法人税法の改正((所得税法等の一部を改正する法律　平成19年３月30日法

律第６号)および(法人税法施行令の一部を改正する政令　平成19年３月30日政令第

83号))に伴い、当事業年度より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税法と同一の減価償却の方法に変更しております。

　この変更による営業損失、経常損失および税引前当期純損失に与える影響は軽微

であります。　

②　自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金は、従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき計上してお

ります。
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③　環境整備費用引当金は、当社所有地における産廃除去処理につき、今後発生が見

込まれる原状回復に係る費用に備えるため、支払見込額を計上しております。

④　退職給付引当金は、従業員に対する退職給付に備えるため、当期末における退職

給付債務（期末自己都合退職金要支給額）および年金資産に基づき、当期末におい

て発生していると認められる額を計上しております。

(4) リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

(5) 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記

　(1) 担保資産

担保に供している資産

　現金及び預金 42,560千円

上記に対応する債務

　関係会社の借入金 42,971千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 3,982,038千円

(3) 保証債務 42,971千円

 関係会社の金融機関からの借入に対し、債務保証を行っております。

(4) 関係会社に対する短期金銭債権 245,596千円

関係会社に対する短期金銭債務 67,359千円

(5) 土地の再評価

　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）および「土地

の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成13年６月29日改正）に基づき事

業用土地の再評価を行い、差額のうち、法人税その他の利益に関連する金額を課税標

準とする税金に相当する金額を再評価に係る繰延税金負債として負債の部に計上し、

当該繰延税金負債を控除した金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上してお

ります。

再評価の方法

　「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条

第３号に定める固定資産税評価額に基づいて、合理的な調整を行って算定しておりま

す。

再評価を行った年月日 平成14年１月31日

再評価を行った土地の当期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△186,190千円

　土地再評価差額金は、「土地の再評価に関する法律」第７条の２第１項の規定によ

り、配当に充当することが制限されております。
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３．損益計算書に関する注記

  関係会社との取引高

　売上高 712,843千円

　仕入高 669,858千円

　営業取引以外の取引高 105,690千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

  自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 前事業年度末の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 1,558千株 3千株 －千株 1,561千株

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。

５．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

たな卸資産評価損否認    21,521千円

リース資産 4,547千円

土地  201,955千円

投資有価証券評価損 223,780千円

関係会社株式評価損 257,581千円

貸倒引当金繰入限度超過額       1,279千円

賞与引当金      12,784千円

環境整備費用引当金      27,882千円

未払事業税 1,905千円

退職給付引当金     182,790千円

その他有価証券評価差額金      91,053千円

繰越欠損金  1,465,276千円

減価償却超過額  212,166千円

その他      1,624千円

繰延税金資産小計   2,706,149千円

評価性引当額 △2,706,149千円

繰延税金資産合計 －千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金     113,950千円

繰延税金負債合計     113,950千円

繰延税金負債の純額      113,950千円

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な

項目別の内訳

　税引前当期純損失であるため、記載しておりません。
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６．リースにより使用する固定資産に関する注記

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額およ

び期末残高相当額

取得価額相当額
減価償却累計額

相 当 額

減損損失累計額

相 当 額
期末残高相当額

機械及び装置 23,126千円 7,017千円 4,098千円 12,010千円

工具器具及び備品 60,620千円 22,686千円 20,643千円 17,290千円

合 計 83,746千円 29,704千円 24,741千円 29,300千円

②　未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 14,359千円

１年超 25,141千円

合計 39,501千円

　　リース資産減損勘定の残高                         　　10,200千円

(注）取得価額相当額および未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、「支払利子込み法」により

算定しております。

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額および減損損失

支払リース料 16,418千円

リース資産減損勘定の取崩額 9,438千円

減価償却費相当額 6,980千円

減損損失 －千円

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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７．関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社および法人主要株主等

 　 該当事項はありません。

(2) 役員および個人主要株主等

属 性 氏 名
資 本 金
ま た は
出 資 金

事 業 の
内 容
ま た は
職 業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
(千円)

科 目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 大村善彦 －千円

当 社
監 査 役
大村塗料
株式会社
代 表
取 締 役

(被所有)
直接0.03 

 －  －
塗 料 の
購 入

4,092 買 掛 金 2,005

　取引条件および取引条件の決定方針等

当社役員大村善彦が第三者(大村塗料株式会社)の代表者として行った取引であり、価

格等は一般的取引条件によっております。

 (注）取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。 

(3) 子会社等

属性
会社等の
名 称

資 本 金
ま た は
出 資 金

事 業 の
内 容
ま た は
職 業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
(千円)

科 目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社
TOMITA 
FERRITE 
LTD.

2,000千
香港ドル

電子材料
の輸出入
販 売

( 所 有 )
直接60.00

役員　
1名

当社が
製品を
売却

製 品 の
販 売

665,121 売 掛 金 179,550

子会社

TOMITA 
ELECTRONICS
(ZHUHAI)
LTD.

88,960千
香港ドル

電子材料
の輸出入
販 売

( 所 有 )
直接99.99

役員　
1名

当社が
原料を
売却し、
製品を
仕入

原 材 料
の 販 売

47,721 売 掛 金 10,800

資 金 の
貸 付

272,499
関係会社
長　　期
貸 付 金

709,421

製 品 の
仕 入

669,858 買 掛 金 67,357

利 息 の
受 取

22,488
そ の 他
流動資産

3,442

リース料
の 受 取

83,073
そ の 他
流動資産

2,489

子会社
珠海富田電子
有限公司

5,203千
米ドル

電子材料
の製造お
よび輸出
入 販 売

( 所 有 )
間接90.39

役員　
1名

－ 保証債務 42,971 － －

　取引条件および取引条件の決定方針等

１．製品の販売については、市場価格を勘案し、決定しております。

２．原材料の販売については、当社の予定原価に基づいて決定しております。

３．資金の貸付については、市場金利を勘案し、合理的に決定しております。

４．製品の仕入については、市場価格を勘案し、決定しております。

５．珠海富田電子有限公司の銀行からの借入につき債務保証を行ったものであります。

 (注）取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。 
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８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 995円76銭

(2) １株当たり当期純損失 184円62銭

９．重要な後発事象に関する注記

　　該当事項はありません。

10．その他の注記

　　該当事項はありません。
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株 主 メ モ

  

事 業 年 度 毎年２月１日から翌年１月31日まで
  
定 時 株 主 総 会 毎年４月

  
定時株主総会の基準日 １月31日

  
剰余金の配当の基準日 １月31日

中間配当を行うときは７月31日
  
株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社
  
同事務取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社　本店
  
同 事 務 取 扱 所 東京都杉並区和泉二丁目８番４号（〒168－0063）

(郵便物送付先

電 話 照 会 先 )
中央三井信託銀行株式会社　証券代行部

電話　0120－78－2031（フリーダイヤル）
  
同 取 次 所 中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社　本店、全国各支店
  
単 元 株 式 数 1,000株

  
公 告 方 法 電子公告により行います。ただし、事故その他やむを

得ない事由によって電子公告をすることができない場
合は、日本経済新聞に掲載いたします。
（http://www.tomita-electric.com)

  

 




